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はじめに
　イギリスの救貧法や貧困についての近年の研
究は，社会史の影響のもとに，かつての制度史
中心のアプローチから大きく方向転換をとげて
きた。たとえば，貧民の生活に即した実証研究
は，彼らが様々な「やりくり経済」を通じて貧
困の問題に対処してきたこと，救貧法による救
済はその１つでしかなかったことを指摘してい
る［	］。また教区レベルでの救貧を
解明する個別研究が進むにつれ，救貧法の施行
と貧困の実態は地域的に大きな違いがあり，全
国を一律に論ずることは難しいことも明らかに
なりつつある。なによりも，エリザベス朝に始
まる救貧法がしだいに進化して世紀の福祉国
家にいたるとする一種の「ホィッグ史観」は，
その根拠を失ってしまった［］。こ
うした研究動向のもとでは，かつての救貧法研
究の中心テーマであった制度や組織について
も，より精密な実証的再検討が必要となってき
ている。
　本稿のテーマは，エリザベス救貧法（旧救貧
法）の実態を解明する一つの試みとして，
年イングランド西南部の都市ブリストルに導入
された救貧に関する地方特別法をとりあげ，そ
の実態，とりわけ同法におけるワークハウスの
目的とその運営を明らかにすることである。こ
の法により設立されたブリストル救貧事業団
（救貧社）	
に関し
ては，断片的ながら理事会議事録［
］が残っており，その分析が本稿の議論の
中心となる。ブリストル救貧事業団について
は，これまでにも，	
のように救貧
制度として成功であったことを主張した研究が
ある一方で，	
のように後のワー
クハウスに何ら影響を与えなかったとする研究
もあり，その評価は分かれている。ただしわが
国においては，その政治及び宗教的党派性に言
及［		
］したり，中央集権的性
格を指摘［	］してる程度のものを
のぞけば，ワークハウスそのものの救済の実態
を対象とした本格的な研究はほとんどない∏。
　年のギルバート法に至るまでの世紀の
ワークハウスは，救貧税を抑えるために導入さ
れた年にナッチブル法によってつくられた
「恐怖の家」としてのイメージが強い［小山
］。しかし，救済を抑止するために「救
貧」施設を設立することは，救貧本来の考え方
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とは相容れないものがある。本稿の目的は，ブ
リストルのワークハウス本来の意図が，貧困者
の救済にあったことを実証することにある。
　第１章において，なぜこの時期のブリストル
にワークハウスを設立する地方特別法（ブリス
トル救貧法）が制定されるに至ったのかという
同法成立過程について論じ，第２章でエリザベ
ス救貧法との比較を通じて救貧事業団の概説を
行ない，第３章でブリストル救貧事業団におけ
るワークハウスの実態を吟味する。そして最終
章で同事業団のワークハウスを性格づけること
で，ナッチブル法以前のワークハウスπのあり
方を提示したい。
第一節　世紀末における救貧への関心
の高まり
∏　時代背景
　地方特別法であるブリストル救貧法∫が成立
した年という年は，植民地経営，貿易問題，
そして国内経済を専門に扱う商務省
が設立された年でもある。当時のイギリ
スは，北アメリカの植民地を巡ってフランスと
のアウグスブルグ同盟戦争中（年～
年）であり，膨大な戦費の調達が国家にとって
喫緊の問題であった。各地方の財政を圧迫して
いた救貧税の改革は，商務省にとって重大な関
心事だったのであるª。商務省は，設立直後に
大司教経由で各教区牧師に救貧税の調査を依頼
しているしº，ジョン・ロックをはじめとした
同省メンバーは，救貧税を抑制するための計画
案を同省に提出している［	

］。世紀末は救貧行政への国家的関心が非
常に高まった時期であった。
　ブリストル救貧法もまた，対仏戦争と財政改
革といった時代の影響を大きく受けている。同
法の計画を上梓したブリストルの商人ジョン・
キャリー	（）は，年
『フランスとの現在の戦争を遂行するための貿
易，貧困者，租税に関するイギリスの状態につ
いての論文』冒頭の国王への進言において，植
民地貿易の確保や国内毛織物産業の保護が，戦
争遂行のための租税徴収及び国家財政の破綻を
忌避する方法であり，「イギリスが産業の更な
る発展を喜びたければ，全ての貧困者を雇用す
るという方法が考えられる」と主張している
［	
	］。当時の政治経済の専門家に
とって，貧困者の営利的雇用	

	
は，国益の増大に対する万能薬と考えら
れた［	
］。そして救貧行政への国
家的関心は，キャリーのワークハウス計画を通
じて，ブリストルで具体化されたのである。
π　救貧都市ブリストルの特殊性
　ブリストルが他にさきがけて地方特別立法を
勝ち得ることができたのは，キャリーという卓
越したリーダーの存在によるところが大きい。
だがそれ以外にもいくつかの理由があった。第
１に，この都市の経済的・社会的基盤がある。
ブリストルは，世紀初頭で人口約２万１千名
を擁し，ロンドン，ノリッジに次ぐ当時のイギ
リス第三の都市である［	］。大西洋
貿易の一大拠点であったこの都市は，砂糖やタ
バコそして奴隷等の貿易の他，ガラス工業，
銅・真鍮工業，製糖業，造船業などで非常に繁
栄していた［一柳］。市長は商人
出身者が多く，都市指導者層と冒険商人組合
	
の役職者はほぼ
重なっていたΩ。キャリー自身，冒険商人組合


において年から翌年まで，役員を務めてお
り，年の国会議員選挙にもラディカルなホ
イッグとして出馬している［	

］。
　貿易や諸産業によって栄えたブリストルは，
他の地方都市以上に各種の慈善組織も充実して
いた。だがそのため，この港湾都市は多くの貧
困者を引き寄せることにもなった。「ブリスト
ルほど物乞いに寛容な制度を助長している都市
はどこにもなかった」［	
	］といわ
れるように，慈善を目的に多くの物乞いが集
まっていたのである。このように，ブリストル
が救貧に関する地方特別法を導入した背景に
は，この都市が抱えていた深刻な貧困問題が
あった。
　第二に，ブリストルの宗教的状況がある。こ
れら慈善施設にどの程度非国教会組織が関与し
ていたのかは不明であるが，ブリストルは非国
教会教徒の多い都市としても有名であった。
年のコンプトン調査によると，少なく見積
もっても住民の％が非国教徒であったし，
後のジョン・エバンスによる調査では，イギリ
スの他地域と比較して約２倍の割合の非国教徒
がブリストルに在住したと報告されている。中
でも特に注目すべきはクエーカー教徒で，ブリ
ストルのフレンド協会はイギリス最大であった
［		
］。クエーカー教徒は救貧
活動に対して非常に積極的であり，ブリストル
救貧法が成立した年に，同法によるものとは別
に，貧しい同教徒の職工を対象にしたワークハ
ウスを設立している［	

				］。
彼等は，自らのワークハウスを設立するだけで
はなく，ブリストル救貧事業団にも積極的に関
与した。非国教徒は年の審査律以降，公職
を追放されていたが，ブリストル救貧法の第
条は，国教会礼拝拒否者に対する事業団理事及
び職員への選任，選出，指名もしくは雇用を認
めている。同事業団理事メンバーの内，少なく
とも財務担当であったトマス・クロウヒルはク
エーカー教徒であり，その後この地位にクエー
カー教徒が３名就任しているæ。救貧事業に熱
心な非国教徒，特にクエーカーが多かったとい
う点で，ブリストルはイギリスにおける特異な
都市であったø。
　第三に，ブリストルは風紀についても非常に
関心の高い都市でもあったことがあげられる。
年に風紀改革協会	
	
	
が設立され，市内の不道
徳な人物や悪所の取り締まり，不道徳や冒涜に
対する批判，生活習慣の改革を訴える説教の後
援，貧困者子弟を対象とした学校設立等の活動
を行なった。同協会の考え方は，ブリストル救
貧法第１条にある「あさましい者どもの中の怠
惰な者や放蕩者」を就労させて精神的に陶冶す
ることを目的としたワークハウス設立の思想に
通底している［坂下］。設立当初の救
貧事業団理事メンバー名の中には，風紀改革
協会のメンバーとなった者が名，加えて救貧
事業団メンバーを兼任していた市長及び市参事
会員２名が含まれている¿。
　世紀末の救貧に対する国家的関心の高まり
を背景に，キャリーの存在，数多くの宗教施設
による施しと貧困者の増大，非国教徒とりわけ
クエーカー教徒の勢力，法による審査律の適用
除外，そして風紀改革協会を設置させる土壌と
いった諸要因が重なって，ブリストルにおいて
最初の画期的な地方特別法が成立したのであ
る。
ブリストル救貧法下におけるワークハウス
第二節　ブリストル救貧法と救貧事業団
の設立
∏　エリザベス救貧法下におけるブリストル救
貧法
　キャリーが描いたワークハウスを中心とする
救貧計画は，「貧困者のよりよい雇用と扶養の
ために，ブリストル市内にホスピタル及びワー
クハウスを設立する法律」として年に成立
した。この地方特別法として成立したブリスト
ル救貧法は，他の救貧に関心のある都市に強い
影響を与え，その後の都市¡に波及してワー
クハウス設立ブームを引き起こしている。
　ブリストル救貧法を概説する前に，地方特別
法を導入しない都市や地域に広く施行されてい
た年のエリザベス救貧法について簡単に触
れておきたい。エリザベス救貧法とは，各教区
で貧民監督役	
を選出し，
教区から救貧税を集め，就労可能な貧困者に仕
事を与え，障害者，虚弱者，老人，盲人といっ
た就労不能な貧困者に救済を与える旨定めた法
律である。ただし，就労可能な貧困者には仕事
を与えると謳ってはいるが，実際は就労の可
能・不能に関わらず，貧困者に対して現金
	を給付することが一般的であった
［	
］。仕事を与えるためのワークハ
ウスや，ホスピタル，教育施設，養老院
	といった救貧のための諸施設¬はエ
リザベス救貧法施行以前から存在していたが，
これらを設立して維持していくには，地代，家
賃，時には看護人等の雇用に多額の費用が経常
的に必要とされるため，通常の救済手段とする
には難しかったのである。
　この教区主義と現金給付を中心としたエリザ
ベス救貧法に対し，ブリストル救貧法は「市内
のの教区と１つの行政区を１つの事業団に法
人化」して，「貧困者の工場」としてのワークハ
ウスによる救済を試みた画期的な法律であっ
た。ワークハウスそのものについては，ブリス
トル救貧法以前にも存在してきたが，長期的に
存続したワークハウスは同法によるものが最初
である。
　ブリストル救貧法は地方特別法であったため
に，ブリストル及び同様の地方特別法を導入し
た都市のみに適用され，それ以外の都市や地域
は依然としてエリザベス救貧法が適用された。
後のナッチブル法やギルバート法においても，
エリザベス救貧法下におけるワークハウスのあ
り方を規定した法律であり，教区主義というエ
リザベス救貧法の枠組みは基本的に年の新
救貧法が導入されるまで存続していたのであ
る。
π　ブリストル救貧事業団とワークハウスの新
設
　ブリストル救貧法によって統括的な救貧当局
として新設された救貧事業団は，市長，名の
市参事会員√，そして市参事会員が受け持つ
の行政区から選挙によって選出された名の理
事によって構成され，事業団の長で
ある理事長は市長が兼任した。名
の理事から名の常任理事が選出さ
れ，常任理事を中心に事業団の実働部隊となる
ワークハウス設立の委員会，貧困者の苦情対応
の委員会，並びに貧困者懲罰委員会等の諸委員
会が設置されたƒ。キャリーは聖ジェームズ行
政区の理事に選任され，懲罰委員会の委員を務
めている。事業団の設立は，救貧に関する強大


な権限を有した機関が，各教区の上位に据えら
れることを意味した。エリザベス救貧法におい
て救貧税を査定及び徴収し，貧困者に現金を給
付してきた各教区の救貧役員や貧民監督役は，
事業団理事会が各教区割り当てた救貧税を徴収
するだけの徴税人となったのである。
　これに対して教区エリートである救貧役員や
貧民監督役は激しく抵抗し，オールセインツ教
区及びキャッスル行政区を除くの教区の教区
委員及び貧民監督役は，救貧税の徴税を拒否し
た［	
］。徴税拒否の主たる理
由としては，事業団の設立によって教区独自の
判断による課税や救済が行ないにくくなること
への反感［	

	］≈と，事業団自体
が公的組織でありながらも既存の支配層とは異
なった考え方を持つホイッグや非国教徒主導の
機構であったことがあげられる［		

］。伝統的な各教区による救済の否定の上に
構想された事業団は，既存のエリート層との間
に軋轢を生んだのであった。
　とはいえ，事業団に与えられた法的権限は強
大で，課税権（第８条），救貧施設の購入および
設立に関する権限（同条），貧困者就労のための
物資を供給する権限（第６条），貧困児童を徒弟
に出す権限（同条），浮浪者や健全な乞食等の逮
捕・就労・刑罰に関する権限（第７条）等の権
限が付与された。なお第条で定められている
ように，ブリストル救貧法成立以前から存在し
てきたホスピタル，養老院，その他贈与，信託
といった慈善については，事業団の権限は行使
されず，これまで通りの運営が認められてい
る。
　事業団が設立後最初に着手した仕事は，ワー
クハウスの設置である∆。年に名の少
女を対象としたホワイトホール・ワークハウス
を設置し，翌年には貨幣鋳造所を改装して
名の少年を対象としたミント・ワークハウスを
設立している。その後年にはホワイトホー
ルの少女達はミント・ワークハウスに移され，
少年少女は効率的に一括して救済を受けること
となった［	
］。事業団は，ホスピ
タルでも養老院でもない，ワークハウスを設置
したのである。
　その他同事業団が権限を行使できたのは，新
設されたホワイトホール及びミント・ワークハ
ウスの他に，矯正院，同法以降新設さ
れる諸救貧施設«，そしてこれまでは各教区の
教区役員や貧民監督役が担ってきた現金給付で
ある施設外救済に対してであった»。施設外救
済は，年以降，各行政区代表の給付担当の
事業団理事	
が専門的に行なうこ
とになったのである［	

］。
第三節　救貧事業団の財政
∏　救貧事業団の予算
　救貧事業団の活動を支える運営資金は，これ
まで通り各教区から徴収される救貧税によって
賄われた。ブリストル救貧法第８条には，事業
団が，ホスピタル，ワークハウス，矯正院の施
設設立費としてポンド，そして貧困者救済
費用として同法施行前の過去３年間に徴収され
た各年の救貧税額を越えない額まで徴税できる
旨明記されている。過去３年の徴税額は年
ポンド，年ポンド，そして
年ポンドであった。よって事業団は年額
ポンドまで課税できたのである［
］。各教区の課税額は貧民監督役に変わ
り，市長と市参事会員２名，もしくは市参事会
ブリストル救貧法下におけるワークハウス
員５名が割り当てた。
　救貧事業団によって一元化された救貧行政
は，教区ごとによる救済よりも効率的であり，
また教区間の格差を調整するという意味でより
公平でもありえた。たとえばエリザベス救貧法
下では，治安判事の判断により富裕な教区から
貧困な教区へ，救貧税の移転を行なうことがし
ばしばあったが…，事業団の下では移転という
概念そのものが不要となった。また年の教
区籍法（定住法）対策に関しても効率的であっ
た。教区籍法は，救済の対象者について当該教
区籍を有する者に限定することで
浮浪者や余所者への救済義務を免除したが，そ
のことで浮浪者や余所者の救済責任はどの教区
にあるのかを巡っての教区間での膨大な訴訟が
イギリス中で発生していた。各教区はこの訴訟
のために法務担当者	
を雇用してき
たが，事業団はブリストルの貧困者の全てを救
済対象としたために市内教区間における訴訟費
用は不要となったのである［	
］。
π　教区間の経済的格差と政治的力関係
　ブリストル救貧法下では，各教区から集めら
れた救貧税は救貧事業団で一括されるために，

表１　教区間格差　年（半期）
救貧事業団
常任理事
納税額ミント・ワーク
ハウス救済者数
納税者
教区名
１人人口％納税者数
　　　	
　　　
　　　　	

　　	

　　　
　　　　　	

　　　	

　　	

　　　
　　　
　　　
　　　　	

　　　　	

　　　　	

　　　　　
　　	
――――　	

合計
全教区の	及び救貧事業団議事録より作成（キャッスル行政区除く）

教区は徴税のための単なる行政地域となり，教
区間のばらつきや対立は軽減されるはずであっ
た。しかし教区間の格差は厳然として存在し
た。表１ は，年における半年分の各教区
の救貧税徴収表	から，納税者数，納
税合計額，１人あたりの納税額，納税者人口比
率，事業団が新設したミント・ワークハウスに
おける救済者数，そして事業団常任理事の選任
数を一覧表にまとめたものである。
　まず特徴的なのは教区によって納税者数が大
きく異なり，そのため徴税される額に相当なば
らつきが存在することである。基本的に納税者
の多い教区は納税額も高く，被救済者数も多
い。しかし１人あたりの徴税額に注目すると，
徴税額の最も高いオールセインツ教区は，徴税
額が最も低くかつ最も人口の多い聖ジェームズ
教区と比較して６倍近い開きがあった。教区間
の救貧税収の格差が問題となったことは，先に
触れた富裕な教区から貧しい教区への救貧税の
移転のように事業団設置以前においても存在し
ている。
　教区間の経済的格差は，政治力に直結した。
事業団理事の配置においては，治安判事でもあ
る市参事会員が担当するの各行政区に，それ
ぞれ平等に４名の事業団理事を配することに
なっていた。この行政区は教区にほぼ重なる。
表１には年の教区ごとの常任理事就任数が
示されているが，この教区ごとの就任数と救貧
税徴収額に注目すると，救貧事業の実務に携わ
る名のこの常任理事の選任には，相関関係が
あったことが読み取れる（ただし，キャッスル
行政区は表１に含まれない）。常任理事の構成
は，３名を選出しているオールセイント行政区
を筆頭に，聖イーウィン，聖メリーポート，
キャッスルといった富裕な教区６名と，１人あ
たりの救貧納税額が低くかつミント・ワークハ
ウスでの被救済者も多い聖トーマス，聖ス
ティーブンス，聖ジェームズといった貧しい教
区６名からなっている。ここに与える者と与え
られる者という関係を読み解くことができよ
う。
　ブリストル救貧法はエリザベス救貧法以来の
教区主義と断絶し，統括的な救貧行政を行なう
建前になってはいたが，その運営においては救
貧課税対象としての「教区」が存続し，事業団
行政に大きな影響力を与えていったのである。
∫　ブリストル救貧法と救貧税
　既存の救貧事業に加えワークハウスを新設し
た救貧事業団ではあるが，そのことによって各
教区民の救貧税の負担が重くなることはなかっ
た。年の事業団会計記録によると，合計額
ポンド４シリングの救貧税が救済に投入
されたが，そのうち現金給付にポンド４シ
リングが振り当てられ，ワークハウスに使われ
たのは残りの約ポンド，つまり全体の
ほどに過ぎなかった。同年の徴税額はポン
ドであり，その差額の約ポンドは寄付でま
かなわれた［	
	
］。ワークハウス
の運営資金は，多額の寄付金によっていたので
ある。ブリストル救貧法は，前述のとおり救貧
税の徴収額に上限を設けていたため，ワークハ
ウスの運営資金は当初より，施設内での生産品
の販売と寄付金に頼るような構造となってい
た。
　次に徴税額と寄付金とを時系列で見てみよ
う。表２は年から年までの徴税額と寄
付金の一覧表である。ここでも事業団設立当初
ブリストル救貧法下におけるワークハウス
は，運営資金の約２割が寄付金で賄われていた
ことがわかる。救貧税については，年２月
日の理事会で，「事業団が破綻し，貧困者救済
のために別の手段がとられることのないよう，
年にポンド以上の額を課税できる権限が
〔事業団に〕与えられることを議会に嘆願」する
よう検討されている［	
］。議会
に対する救貧税の増税嘆願はその後年にも
行なわれた。ナッチブル法が進んだ救貧税抑制
へと向かわずに，救済の強化へと向かったので
ある。
第四節　救貧事業団における救済の実態
∏　貧困児童に対するワークハウス救済と徒弟
　救貧事業団が，最初に着手したのはワークハ
ウスの設立である。ワークハウスとは就労可能
な者に仕事を与える場であったが，事業団の理
事会議事録によると，そこでの救済対象者は成
人ではなく少年少女が中心であった。事業団は
当初少女用のワークハウスを設置し，その後貨
幣鋳造所を改造して６歳から歳までの
少年少女を収容するためのワークハウスをそれ
ぞれ名定員で用意した。ワークハウスはや
がて病人や老人をも収容し，ホスピタルと呼ば
れるようになるが，設立当初はあくまでも貧困
児童を対象としていたのであるÀ。
　ワークハウスは事業団の指示の下，支配人
によって管理運営され，担任
，守衛，使用人が実務に従
事した［	
］。ワークハウスにお
ける日々の運営は，６時起床時就寝の８時間
労働であり，児童達は少年の場合は木綿を，少
女の場合はウーステッドを中心に生産した
［	
	］。年には支配人にマ
ンチェスターのファスティアン業者スレイター
を迎え，綿糸紡績の本格的な労働教育及
び生産に入った［	

］。ファス
ティアン製造は当時のイギリスでは新しい産業
であり，ワークハウスはこの新産業をブリスト
ルに導入するための橋頭堡と見られていたので
ある。
　次の表３は，ワークハウスの会計簿から，設
立間もない時期の資産状況を示したものである
［	
］。ここからは，ワークハウス
が何の生産に力を注いでいたかがうかがわれ
る。
　ワークハウスの児童に対して紡績を教えこむ
という事業団の意志は明確であった。年に
はピン製造を行っていた少年を即刻付加価値の
高い仕事であるファスティアン製造に就かせ，
以降理事会の許可なしにファスティアン以外で

表２　救貧税徴収額と寄付金額（単位＝ポンド）
総額に占める
寄付金額の割合
総額寄付金額
救貧税
徴収額
年
18.5%2,8335252,3081698
18.7%2,8385302,3081699
22.4%2,9736652,3081700
29.1%4,1861,2202,9661701
　0.0%2,30902,3091702
　9.8%2,5592502,3091703
　9.5%2,6262502,3761704
　9.0%2,6112352,3761705
10.9%2,6662902,3761706
　0.0%2,37602,3761707
　2.9%2,446702,3761708
　0.0%2,37602,3761709
　2.7%2,441652,3761710
1703-1704年は２年間で500ポンドの寄付［Johnson 1826: 47］

就労することを禁止している［	

］。非熟練労働者である貧困児童による生産
物がなかなか売れないことについては，理事会
議事録に頻繁に記録されているが，事業団は赤
字をうみだしながらもその後長期間にわたって
紡績事業を進めたのである［	

	］。販売についても不振に終わり
はしたが，事業団理事会は会計報告を求めなが
ら，頻繁に販売促進を委員会に促している。
　結果的に熟練教育を放棄して，職業教育的要
素が少なく費用のかからない単純労働である
「まいはだ」の生産を事業団の委員会が提案を
はじめたのは年のことであった［
］。その間に事業団は採算を度外視し
て，貧困児童に居食住を与え，読み書きの教員
を就け，脱走や備品の窃盗に対して要員を配置
し罰を与えるなど積極的に救済児童を教化した
のである［	
］。事業団は教育
について，特に心血を注でおり，年には週
に３日間，読み書き算術を教えることを条件
に，教育担当者の報酬額を上げている
［	

］。これら点は救貧税の抑制を
目的とした年のナッチブル法下の抑止的な
ワークハウスとは大きく異なった。
　しかし設立当初のワークハウスの定員は，少
年少女合わせて名でしかなかった。「テンプ
ル教区には救済すべき貧困児童が名もいる
のに，救貧事業団はたった３名しか救済しな
い」［	
］と教区司祭のベッド
フォードが語ったように，この収容数ではブリ
ストルの貧困児童を充分に救済することは不可
能である。ワークハウスで収容しきれなかった
貧困児童は，その他諸施設に収容されたり徒弟
に出されたりしたÃ。事業団はこの救貧徒弟に
対し「酷い扱いを受けたり，捨てられたり，何
も学ぶことなく無為に過ごさせたりしないよう
な有能で正直な」親方の下で働けるよう注意を
与えたり，「徒弟に出された児童が適切なマ
ナーを身につけて成長していけるよう」配慮し
たり，徒弟先の児童の状態について調査及び報
告を行なったりと積極的に関与していった。ま
た事業団は徒弟先の親方に対して徒弟契約金を
用意するなど手厚い保護を与えてきたのである
［	

］。
π　老人及び寡婦に対するワークハウス及びそ
の他の救済
　自ら生活の糧を得られない老人や寡婦につい
ては，多様な救済措置が講じられた。伝統的な
救済方法は，寄付金の付与，現金給付，そして
ホスピタル・養老院といった施設での救済であ
り，これらの方法はブリストル救貧法下におい
てもこれまで通り継続された。事業団設立以降
の注目すべき事項としては，児童を対象として
きたワークハウスにおいて，寡婦や老人を「雇
用」し始めたことである。
ブリストル救貧法下におけるワークハウス
表３　1700年ミント・ワークハウスの資産
資材価格
資材量資材種別
d.s.£
　6.0　71411211lb. 5oz.Cotton Yarn
　5.016　771167lb13oz.Linen Yarn
10.517　13247lb.Cotton Wool
　8.5　2　5633piece 1EndFustians
　6.016　43事業団への債権
　0.0　0333合　　計
　9.017　29負債総額
　3.0　3303純資産額
　年６月の議事録によると，寡婦ジョイ
ナーをワークハウスの厨房担当として年３ポン
ドで雇い，アリス・フリートウッドを衣服の修
繕・ベッドメイキング・その他雑務で雇用して
いる［	
］。また，同年月の議事
録には，棉摘作業と休憩時間の監督，レース製
作，散髪，看護，衣服修繕，テイラー，
まいはだ製作等のために名の老人（内女性
名）が雇用された旨記録されている［
］。老人Õに対しても軽労働とはいえ雇
用するという点は，養老院とは異なったワーク
ハウス独特の特徴といえよう。年の名と
いう雇用数は決して大きな数字ではないが，被
救済者名を対象とした施設に対し，名前
後の老人や寡婦を雇用していることは，事業団
当局が老人や寡婦に対してもワークハウスでの
救済を充分に意識していた例証となりうる。
　また救貧事業団は老人や寡婦への救済に関し
て，年金契約を結ぶことがしばしばあった。
年の議事録の記録では，将来的に事業団の
負担となりそうなテンプル教区のマリー・シャ
プリーが，現在所有しているポンドを事業団
に提供する代りに，生存期間中年金とし
て年間シリングを四季払いで受け取れるよう
要請し，事業団はこれを認めている［
］。老人や女性は事業団の認可の下，
ワークハウスを初めとした諸施設で救済される
か，年金や寄付といった施設外の給付によって
救済されたのである。
∫　病人に対するワークハウスその他での救済
　世紀のブリストルでは，病気に罹った際
に，薬剤師，床屋外科医，ほねつぎ整形師，薬
屋，産婆等から治療をうけることもあったが，
一般的には採取可能な薬草を購入して家庭で治
療した［	
］。このように自宅での
治療が一般的であったため，当時の病人に対す
る救済は施設外救済が主である。とはいえ，救
貧施設においても病人を救済することは少なく
なかった。ジョンソンによると，事業団は
年に聖フィリップ教区のワークハウス，
キャッスル行政区のホスピタル，テンプル通り
のホスピタル，聖ジェームス教区のワークハウ
ス等々，教区の施設へポンド支給している
［	
		］。ブリストル救貧法が設置し
た代表的救貧施設であるミント・ワークハウス
においても，年に担当医としてトーマス・
ドーバー医師を無償で就任させている
［	
		］。その他，瘰癧患者をアン女
王に触れさせるためにバースまでの移動の費用
を負担するなど，事業団は病人に対しても施設
内外で救済を与えてきたのであるŒ。
　ワークハウスの他にも，病人を専門的に治療
するための施設は存在した。年に設立され
た私的慈善施設のブリストル診療所
がその嚆矢であるが，このような施設は同施設
出資者によって推薦された者のみしか医療をう
けることができなかった［	

］。
その点では基本的にブリストルに教区籍を有す
る者全てを対象としていた救貧事業団の施設と
は性質が異なる。しかし，実際に診療所で救済
された者は多く，時代は下るが年の数字で
は１年間に名が入退院し名が通院し
ていた［	］。
ª　浮浪者への対処
　事業団はブリストル救貧法第条３項によ
り，「市内のごろつき，浮浪者，健常な乞食，


怠惰な者，秩序を乱す者を逮捕し，ワークハウ
ス，ホスピタル，矯正院で３年間留置し就労さ
せる権限」を有した。そして年に既に囚人
の懲役場となっていたブリストルのブライド
ウェル［	
］を同法における矯正
院と定め，年１月に事業団理事で矯正院を
管理するための委員会を設置し，陸軍少佐
ウェードをそのメンバーに加えている
［	
］。
　事業団は年１月日から２月日までの
期間に，乞食，浮浪などの「罪状」でブリスト
ルに教区籍をおかない名を逮捕し，理事会に
おいて４名を矯正院での３年間の就労，他の４
名を同短期的就労，５名をブリストル追放の裁
決を下している［	
］。この矯
正院に収監された者は，出生地の分からな
ジョージ・ゴドフライ及びヘンリー・ブラウン
を除くと全ての逮捕者はブリストルに教区籍を
有さない者達であった。つまり第条の対象者
はブリストルに教区籍を有さず，本来救済の対
象とならなかった浮浪者であった。こうした浮
浪者らを収監する施設は，明らかに新設された
ワークハウスとは別に存在していた。世紀初
頭のブリストルにおいては，ワークハウスは浮
浪者収容の施設として利用されなかったのであ
る。
º　救貧事業団による現金給付
　エリザベス救貧法下における伝統的な貧困者
の救済は，現金給付である。ワークハウスや既
存の救貧施設で救済しきれないブリストルにお
ける大多数の貧困者は，この現金給付によって
救済された。事業団設立当初の貧困者に占める
施設内救済額の割合は不明であるが，年の
事業団の決定によると現金給付として毎週ポ
ンド８シリングを支給し，名の少女を収容
するワークハウスにはポンド支給することが
命じられているœ。この支給額をもって仮計算
してみると，現金給付額はワークハウスでの救
済額の約５倍ということになる。施設外救済者
の方が１人あたりの救済費が低いことを考える
と，ブリストルにおける被救済貧困者のほとん
どが現金給付を受ける施設外救済者であったこ
とが分かる–。事業団が力を注いだワークハウ
スであるが，実際に救済された貧困者の割合は
実に少なかったのである。
結　論
　地方特別法であるブリストル救貧法は，時代
の要請とブリストルの特殊な事情を背景に，
年に成立した。同法をもとに設立された
ワークハウスは，児童を対象として，宗教教育，
読み書き，そして職業訓練を施す慈善的な救済
施設であった。
　経済的採算よりも救済が優先されてきたとい
う点で，ブリストル救貧法下のワークハウス
は，救貧税の抑制を目的とした年のナッチ
ブル法下のそれと性格を全く異にする。
　このブリストルをはじめとした地方特別法に
おけるワークハウスが，大きな経済的負担を必
要とする救済施設を経済的に長期にわたって維
持しえたのは，教区ではなく，都市というより
安定した広域の行政組織を基盤にしていたため
である。その意味で，ブリストル救貧法下の
ワークハウスシステムには，年の新救貧法
の先駆けをなす側面があったといえよう。
　〔投稿受理日／掲載決定日〕
ブリストル救貧法下におけるワークハウス
注∏　最近の研究では，坂下史の研究（「名誉革命体制
下の地方都市エリート―ブリストルにおけるモラ
ル・リフォーム運動から―」，『史学雑誌』第編
第号，史学会，年）があるが，ブリストル
のワークハウスそのものを対象とした研究ではな
い。
π　年の間に設立されたワークハウスは
約あるが，ブリストル救貧法を倣った地方特
別法によるワークハウスは。一方年のナッ
チブル法によるワークハウスは約設立されて
いる［	
	］。
∫　		


	
			
	

	



	
		
		
	
同法の全文は，ブッチャー編集の巻末に掲
載されている［	
	
	］。
ª　地方財政における救貧費用の負担は大きかっ
た。一例として当時のロンドンでは，「じっさい，
教区によっては，地方自治体の仕事のかなりの部
分を，救貧行政が占めていた。…（中略）…富裕
な教区でさえ，その人口のおよそ３パーセントに
当たる人びとのために，年収のないしパーセ
ントを支出していたのである。…（中略）…貧し
い教区では，救貧支出は年間支出のないし
パーセントに達していた」。川北稔訳，スティーブ
ン・マクファーレン，「社会政策と貧民―世紀
後半―」，『メトロポリス・ロンドンの成立』，三嶺
書房，年，頁。
º　教区から回答を得たが，その総額は
ポンドに昇った。［	

］。
Ω　年の期間で商人出身の市長は重複を
含めて名中名，また同期間の冒険商人協会会
長で市長を務めた者は名中９名，市参事会員を
務めた者は９名，市会議員を務めた者は名
［	

］。
æ　救貧事業団理事名簿［	
］の
中に，クエーカー教徒のクロウヒル［
	］の名前がある。彼は事業団の財務
担当であった［	
	］。
ø　常任理事であり，事業団活動に積極的に加わっ
た	
も非国教徒でありホイッグで
あった。［	
］。
¿　救貧事業団理事名簿［	
］と，
年風紀改革協会メンバー名簿［	
］との付け合わせ。
¡　ブリストル法同様の地方特別法を成立させた都
市は，	
，	
，
，	
，	
，
，	
，	
，
	
，	
，
，	
，	

。［
］。
¬　例えば世紀中頃には，クライストホスピタ
ル，聖トマスホスピタル，聖バーソロミューホス
ピタル，ブライドウェル（矯正院）が設立されて
いる［	

］。
√　年に付与されたブリストル市のチャーター
によると，市参事会員は名で全員治安判事を兼
任している［	
］。
ƒ　ブリストル救貧法第７条によると，事業団には
「貧困者に対して適切な矯正や罰を与える権限を
有す」５名程度の理事による委員会の設置が認め
られてはいるが，その中には必ず常任理事を２名
含めなければならなかった。
≈　教区委員や貧民監督役の反感は強かった［
	
］。また教区役員や貧民監督役によ
る徴税拒否は，各教区役員を事業団理事に迎える
ことを定めた年改正法までたびたび続いた
［	
］。
∆　ラティマーによると，世紀初頭からブリスト
ル救貧法が制定される年までの約１世紀に，
ワークハウスが設立されたという記録は，
年，年，年，年，年の５回ある
が何れも一時的なものであった［	

		

］。
«　ブリストル救貧法施行後も，診療所，
養老院，慈善学校等の施設が設立されている
［］。
»　聖メリーレドクリフ教区の場合，年月か
ら翌年５月迄の期間（週）の救済内容を記録し
た救貧会計帳簿には，救済として現金給
付が記録されている。この名の被救済者の内，
少なくとも名は寡婦。	



	
		
…　年にブリストル市議会は，各教区
に対し失業者の多かったテンプル教区への寄付を
おこなうことを決定し，オールセイント教区から
聖ジェームズ教区へ週１シリング４ペンス救貧費
用を賄うよう命じている［	
］。
 　	
	オール
セインツ	
聖イーウィン	

ワーバーグ	
聖メリルポート
	クライストチャーチ	
聖レ
ナード	
	聖ニコラス	
聖
トーマス	
聖ペーター	
テ ン プ ル	
聖 ス テ ィ ー ブ ン
	
聖オーグスティン	

聖メリーレドクリフ	
聖フィリッ
プ＆ジェーコブ	
聖ジョン
	
	聖ジェームズ	
聖マイケ
ル聖マイケルの史料では，納税者氏名は確認で
きるが，納税額は文字が薄く判読不明。ミント・
ワークハウスにおける収容者数（６歳から歳ま
での少年）については，救貧事業団議事録による
［	
］。
À　これら二つのワークハウスは，年にミン
ト・ワークハウスに統合される［	

］。
Ã　エリザベス女王ホスピタルでの救済には誰かの
遺言が必要であったことや，費用が発生したこと
から，ワークハウスよりも待遇が良かったことが
読みとれる［	
］。
Õ　時代は大きく下るが，事業団理事を務めたこと
のあるジョンソンの年に書かれた記録で
は当時雇用されている老人は名で，その年齢を
みていくと内名が歳，９名が歳，
名が歳以下，そして歳及び歳［
］。
Œ　当時，王は患者に触れることでその病気を治癒
しうるものと考えられていた［	

］。
œ　ミント・ワークハウスが事実上稼働するのが
年であるため，ここでの施設救済者数は
名ということになる［	

］。
–　正確な記録が残っている年以降の被救済者
数をみると，年の被救済総数名に対し
施設内救済者名，年名に対し同
名，そして年名に対し同名と，現金
給付を受けている者は施設内救済者の約６倍から
９倍存在している［	
］。
また年のブリストルの人口が名である
ことから，人口の約１パーセントが事業団の施設
で救済を受け，５パーセントが現金給付を受けて
いたこともわかる。
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